
貸　　　 借　　　 対　　　 照 　　　表

(単位:千円)

資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額

【流動資産】 5,618,824 【流動負債】 1,227,458

現金及び預金 2,822,658 買掛金 10,900

売掛金 1,025,450 未払金 257,797

商品 19,730 未払費用 248,300

仕掛品 69,980 前受金 47,166

貯蔵品 7,698 未払法人税等 253,011

前払費用 38,240 未払消費税等 124,268

関係会社貸付金 1,530,063 預り金 106,136

その他 105,002 賞与引当金 173,399

【固定資産】 519,090 その他 6,477

（有形固定資産） 23,197 【固定負債】 9,955

建物附属設備 17,753 資産除去債務 9,955

工具器具備品 5,444 負債合計 1,237,413

（無形固定資産） 81,679 純資産の部

ソフトウェア 74,571 【株主資本】 4,900,501

のれん 2,325 資本金 438,000

その他 4,782 資本剰余金 329,200

（投資その他の資産） 414,213 資本準備金 180,000

関係会社株式 289,712 その他資本剰余金 149,200

長期前払費用 4,504 利益剰余金 4,133,301

繰延税金資産 72,607 繰越利益剰余金 4,133,301

その他 47,388 純資産合計 4,900,501

資産合計 6,137,915 負債及び純資産合計 6,137,915

(2019年3月31日現在)



 

 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

（子会社株式及び関連会社株式） 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・・・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。 

仕掛品・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。 

貯蔵品・・・最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております｡ ただし、1998年 4月 1日以降取得した建物、2016

年 4月 1日以降取得した建物附属設備、構築部については、定額法によってお

ります。 

 

（２）無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております｡ソフトウェア（自社利用分）については社内の

利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております｡ 

のれんについては、5年間の定額法を採用しております。 

 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き金額を計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 



 

 

 

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末における発行済株式の数 

普通株式   17,520 株 

 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

   該当事項はありません。 

 

Ⅲ．その他の注記 

１．当期純利益 

970,033千円 

 


